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薬害　精々大

11）葉の先端が分れているもの
薬害　中～小

3．薬害の種類別発生割合

2　　　　表 （4区平均値）

l

lJ　二　一、二！

l

l

第2表に見られるように薬害は11の形態が観察される

が薬害の中では特に9・2・1・7の型のものが多く，その

他の桂折の薬害の発生は少い．また覆土がうすい場合の

薬害の種類は百合板状・屈曲・捻転の型が多かった．

要するに麦の播種にあたり覆土を厚くすることによっ

て撒布後の降雨が何時あっても発芽障尊を軽減すること

が出来る・従って00JPCの播種直後全面土壌処理の場

合3cm程度の覆土を行えば安全である．

薬剤によるムギキカラバ工の防除

平　尾　重太郎・長谷川　　　勉

（東北農試栽培第1部）・（秋田県農試）

1956年に発見されたムギ車力ラバェ（CmOROPSSP．）は

秋田県の日本海沿いの一帯に分布し，主にコムギを加害

するキモダリバェ科害虫の1種である．著者らは本種の

生態と防除に関する研究を行っているが，それらの一部

はすでに報告したl）．ここでは1957・58年に防除試験の

一部として行った散布時期と効果比較試験の結果をとり

まとめた．

この試験は秋田県天王経営伝習魚粉こおいて行ったも

ので，試験の遂行に御協力を賜わった岡場須藤技師，秋

田虔試佐竹義惇氏に厚く御礼を申し上げる．

1．試　験　方　法

最も効果のある薬剤の散布日を知るために，1958年第

1化期成虫の羽化初期に当る5月9日から6月2日まで

3日ごとに産卵数を調べた．調査したのは長さ3mの睦

で仁数え終った卵はこれをかき落して同一卵を2度数え

ないようにした・各産卵調査日にはディルドリン4％粉

剤を撒布して，産卵消長と防除効果とを比較検討した．

さらに，薬剤の効果を比較するためにそれぞれ第1・2

化期の産卵最盛期に当る5月21日・9月28日に1回ずつ

5種籾の粉剤をミゼットダスターを用いて，反当り3kg
の割合で散布した．

1区は5坪で3区制の乱現法に配置した．用いたコム

ギは晩生種の砂系1号で，9月10日に畦巾を60cmとし

て散播した・その他の耕種法は同場の基準に従った．

2．結果と考察

播種後コムギは1週間で発芽し，薬害や他の病書虫の
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発生はほとんどなく順調に生育した．一方，ムギキカラ

バェの被害はそれぞれ前年の同化期にくらべて少く．第

1化期では被専茎率5％，第2化期では被専株率17％で

あっ六二．

1958年第1化期の産卵は5月初旬に始まって5月末に

終り．その盛期は5月4半句，総産卵数は219個であっ

た．これらの産卵消長と散布日における防除効果との関

係を示せば第1図のとおりである．
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第1回　産卵消長と散布日別の防除効果
（1958，第1化期）

第1回によると，産卵が多い日に散布すれば防除効果

が大きいことがわかる．特に，産卵最盛日の5月21日の

効果が最も大きい．このような結果は本種と同様にキモ

ダリバェ科のイネカラバェではすでに報告され2〉3），薬

剤の効き方は醇化幼虫の食入防止として働くためである

といわれている．

次に．薬剤の種類と防除効果とを示せば第2図のとお

りである．供試した薬剤はいずれも被害の発現を抑圧し

ているが，特に，ディルドリン・EPN・トリチオンで

著しく，BHC3％がこれらに次いでいる．さらに，世

代による防除効果を比較すれば，各薬剤とも第1化期で

の効率が高い．これは発生畳の相違によるのか，あるい

は散布期におけるコムギの生育の状態の違いによるもの

か明らかではないが，おそらく後者に基因するものと考

察される．この試験では収量調査を行わなかったので，防
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除による経済効果を求めることはできなかったが，この

点については被害解析と相まって更に試験したいと考え

ている．

3．摘　　　　　要

ムギキカラバェの防除にはディルドリソ・EPN・ト

リチオソ・BHC㌻％粉剤を産卵最盛期に1回散布したと

ころ，被書を鳩以下に軽減することができた．
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